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２０１７年 ６月
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１．算定基礎手続の時期です
算定基礎届提出は７月１０日までです。

先月は、個人情報の範囲を確認いたしました。

個人情報の範囲とは・・・

①個人情報（生存する個人の情報） ②個人データ（①のデータを検索しやすいように加工）③保有個人データ

（開示等の権限を有しかつ ６か月を超えて保有する場合）

２．個人情報保護法改正 第２回

今年も社会保険の算定基礎届（保険料の定時改定手続）の時期がやってきました。
これは、１年間（９月から翌年８月まで）の従業員毎の保険料を決めるものです。毎年７月１０日（年によって
前後することがあります）までに手続をしなければなりません。

算定対象外の者 説明

６月１日から７月１日までの間に採用
された者

資格取得時の標準報酬月額が優先されます。採用時に決定された
標準報酬月額を翌年８月まで使います。

４月に固定的賃金の変動があり、従
来の標準報酬月額に対して
一定の変動があった人

昇給後3ヶ月分の給与を平均して、従来の標準報酬月額から２等級
以上の変動があった時は、７月に個別に「標準報酬月額の随時改
定」を行います。 この場合は、随時改定時の標準報酬月額を翌年
８月まで使います。

５月または６月に固定的賃金の変動
があり、従来の標準報酬月額に対し
て一定の変動があった人

昇給後3ヶ月分の給与を平均して、従来の標準報酬月額から２等級
以上の変動がある時は、８月または９月に標準報酬月額が「随時
改定」される予定となります。この場合は、随時改定時の標準報酬
月額を翌年８月まで使います。

▶定時改定とは、
入社後そのままにしておくと、昇給等の給与改定があったりして、実際の給与額と標準報酬月額が大きく
かけ離れたものになってしまうことがあります。 そこで、１年に１回被保険者の標準報酬月額の見直しを図るのが
定時改定です。「健康保険・厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届」を年金事務所又は健康保険組合へ
提出して行います。
ただし、昇給・降給等で報酬が大幅に変わったときは、定時改定を待たずに標準報酬月額の変更が必要になります。
これを随時改定と言います。

▶算定基礎届により定時改定をする対象者は、
原則として７月１日現在被保険者で ある人全員ですが、
右図に該当する人については対象外となります。

▶標準報酬月額とは、原則として、４月、５月、６月の３ケ月
間に支払われた給与の総額を３で割った額が報酬月額と
なり、それを基に標準報酬月額を決定します。
但し、給与の支払いの基礎となった日数が１７日未満の
月は計算から除きます。
よって、支払基礎日数が１７日以上の月が２ケ月の場合は
その合計額を２で割った額、１７日以上の月が１ケ月の
場合にはその１ケ月の額を基に決定します。
４月、５月、６月に支払基礎日数が１７日以上の月が
１ケ月もない場合は、年金事務所又は健康保険組合が
決定することとなっており、従前の標準報酬月額のままで
決定します。

１．個人情報「取り扱い」場面について

典型的な場面を時系列順に見ていきましょう

■個人情報「取得」
・商品・サービスの申し込み

・採用時に従業員の住所

電話番号等を取得

❶取得

事業者

❸提供

第三者
（事業の用に伴するために）

❷個人情報

保有

❹事業者が事業の用に供する

『個人データ』となる

個人情報を

加工

その１

今月は、個人情報について具体的にどのような点に気を付けて運用をしていけばよいのかということを説明致します。



　

◆ご不明な点がございましたら、お気軽にお問合せください◆

３．人事評価改善等助成金のお知らせ

事業者が守るべきルール「利用目的の特定・適正取得」「第三者提供」の説明を致しました。

次月号に事業所が守るべきルール「安全管理措置等」について説明をします。

２．個人情報保護法上の注意点とは

事業者

Ⅰ-② 公表 or 通知

Ⅰ-③ 適正な方法で「取得」

※偽り不正な手段では取得できない

Ⅰ・利用目的の特定

個人情報を取得する際には・・・

①あらかじめ利用目的をでき

る限り特定する

②取得する際には利用目的の

通知・公表等を行う

③個人情報は適正な方法で

取得する

④利用目的の範囲内で個人

情報を取り扱うという４つのルー

ルがあります。

Ⅱ・第三第者提供

Ⅱ-②

第三者へ提供

あらかじめ本人の同意を得ないで個

人データを第三者に提供してはいけ

ません。

※同意を得ない場合もあり

・法令に基づく場合

（警察検察等照会等）

・人の生命、身体または財産の保護に

必要である かつ 本人の同意が得ること

が困難である場合（急病その他事態等により

医師看護師に家族の連絡先を提供）・・・等

※提供先が“第三者”に

当たらないケース

・委託先への提供

（社労士事務所等がこれに

該当します）

・事業の承継合併等に

伴う提供

・共同利用

Ⅰ-①

利用目的の特定

Ⅰ-④

利用目的の

「範囲内」で扱う

Ⅱ-① 同意

今月は、今年の4月に新設された「人事評価改善等助成金」をご紹介します。

この助成金は、生産性向上のための人事評価制度と賃金制度の整備を通じて、生産性の向上、賃金アップ

及び離職率の低下を図る事業主に対して助成するもので、人材不足の解消を目的としています。

今年1月の日経新聞でも「成果型賃金に最大130万円の助成」として大きく取り上げられました。

この助成金が注目をされたのは、多少となる評価項目を、

能力・技能・資格・行動・コンピテンシー・努力・姿勢・情意、成果・業績など「労働者個人の意思によって

向上させることができる項目を対象」としたことです。

つまりは、従来型の年齢や勤続年数で賃金が決まる年功序列型賃金制度から脱却を図っているという点

なのです。

人事評価制度導入の目的は、賃金を決めるだけではありません。

「会社が望む行動をしている人を評価し、成長を促す（生産性の向上）」、「部下を正しく評価するための管理職の

目を養う」、「頑張った社員を適正に評価して安心して働いてもらう（優秀人材の確保）」などが期待できると思います。

また、最近の傾向として人事評価制度のない会社はそれだけで「ブラック企業」だと若者に嫌えんされ、

採用活動にもマイナスです。

7月19日にリタネッツ事業協同組合主催で人事評価制度セミナーを開催します。

ご興味のある方は、是非ご参加ください。

１．成果型賃金制度を整備して導入（制度整備助成）

２．1年後に以下の条件を満たすと（目標達成助成）
・生産性の向上 ・離職率の低下 ・賃金２％UP

助成金の支給
５０万円

助成金の支給
８０万円


